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１．はじめに
　日本の「高齢化問題」は深刻である。高齢化問題という
と、一般に高齢者の医療・介護等の社会問題を思いがちで
あるが、その他に社会基盤の高齢化問題がある。1960 年
代以降の日本の高度経済成長を支えた社会基盤であるトン
ネル、高速道路高架橋およびコンビナート等の高齢化によ
る老朽化はかなり進行しており、その危険性が指摘されて
いる。特に、1964 年開業の東海動新幹線の鉄橋、トンネ
ルおよび総延長約 300㎞の首都高速道路の老朽化は深刻で
ある。経済活動の活性化に伴い、交通量が増大し、車両の
大型化や積載量の増大もあり、道路機能を取り巻く諸条件
は建設当初時のそれよりかなり異なっていることも老朽化
を助長していると思われる。
　2012 年 12 月２日に発生した山梨県の中央道 「笹子トン
ネル」事故はトンネル上部に設置されたコンクリート製の
天井版の崩落によるもので、９人が亡くなった。天井版を
吊るすアンカーボルトがコンクリートから抜け落ちたこと
で起きた事故で、コンクリートとアンカーボルトの接着部
分の老朽化による耐力劣化がその原因であり、また、その
一ヶ月後の「紀見トンネル」事故で発生したトンネル側壁
のコンクリート剥離も、同様に、コンクリートの老朽化が
その原因であると思われる。日本ばかりでなく、米国でも
コンクリートの老朽化による事故が多発している。2007
年には、ミネアポリスで高速道路高架橋が崩落して 13 人が
亡くなる事故があり、高架橋が落ちるのは絵空事ではない。
　社会基盤の多くは鉄筋コンクリート造であるため、コン
クリートの老朽化による耐力劣化は社会基盤の劣化を意味
し、国民の社会生活や経済活動に甚大な影響を及ぼすばか
りでなく、社会不安を引き起こし、何よりも日本全国を暗
くする。そのため、コンクリートの老朽化対策は、社会基
盤の安全性を確保し、国民の生命を守るうえで大変重要で
あり、喫緊の課題である。
　鉄筋コンクリート造の耐力劣化の主な原因は、コンク
リートの塩害、中性化およびアルカリ反応の化学的腐食等
の環境要因による鉄筋の腐食によるものであり、現在まで
のところ、耐力劣化を防止する根本的解決策は見つかって
いない。現実的解決策は、補修等により耐力の増強を図る
かまたは耐力劣化の進行を遅らせるかのいずれかである。
しかしながら、そのための定期的な点検・調査とその結果
に基づく維持・補修等のメインテナンスには莫大な費用が
必要とされる。そのため、社会基盤の長寿命化を想定し、
耐力劣化現象を時系列上の必然的事象として捉えるなら
ば、社会基盤のある一定の安全レベルを維持するための補
修等の処置を経済的かつ計画的に実施する最適メインテナ
ンス戦略が必要であり、Life Cycle Cost の最小化を考え
た維持・補修システムの構築は不可欠であるという観点か
ら、1990 代から主に米国と日本で研究されて来た［1］，［2］，
［3］，［4］。岩松等［4］は、コンクリート橋の損傷状態を
把握するためにファジー理論を導入し、部材単位の損傷状
況を数量的に評価し、それに対してどのような維持・修繕
対策を施せば、Life Cycle Cost の最小化を図れるかに関
するデータベースに基づく研究を行っている。
一般の建物建築物は、建物全体の立体的形状から柱、梁及
び壁等の構造要素の力学的合理性が発揮できるように配置
され、経済性やデザイン性等を考慮した構造形態を有して
いる。一方、社会基盤の公共建造物は主に機能性や安全性
重視の立場から決められ、構造形態的には非常に単純であ
る。例えば、高速道路高架橋（以下、高架橋とする）の構
造形態は上部工と下部工の２つに分けられ、上部工は道路
床版とこれを支える橋桁からなり、下部工はこの道路床版
と橋桁を支える橋脚およびこれらを地中で支える基礎から
なっている。これを一つのユニットとすれば、高架橋等の
社会基盤は、このような一つのユニットが一方向に連なる
単純な構造形態を形成している。そのため、この一つのユ
ニットのみを対象にした維持・補修システムの構築を想定
しても実用上十分である。
　高架橋の道路床板、橋桁、橋脚および基礎等の要素は、
一般建物の要素（柱、梁等）と比べて規模がかなり大きく、
設計上もより高い安全性を有している。そのため、各要素
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の安全性の確保および施工上の問題から静定架構になって
いる場合が多い。それ故、静定架構を構成する各部材を一
つの要素と見なし、複数の要素からなる一つのユニットを
システムと見なすことにすれば、システムを構成する要素
の中の少なくとも一つの要素が崩壊したときにシステム全
体が崩壊するものと見なすことができ、ユニットは直列シ
ステムでモデル化される。本論で解析対象とする社会基盤
は直列システムでモデル化される場合に限定される。
　社会基盤の経済的かつ合理的な維持・補修システムを構
築するうえで、老朽化や環境要因等による耐力劣化および
交通量の増大等を含む時系列上の変化が社会基盤の安全性
にどの程度影響を及ぼすかを定量的に把握するためにも、
システムの時間依存型信頼性解析は不可欠である。しかし
ながら、一般に、時間依存型信頼性解析では、経年ととも
に単調に減少する不確定な耐力と、同様に不確定な荷重か
らなる多次元確率空間の中で、非破壊効果と耐力劣化効果
を同時に考慮したシステムの安全領域を特定する必要があ
るため、信頼度関数の解析的表現式は大変困難になる。こ
こで、非破壊効果とは、不確定な荷重を受けて、システム
が崩壊しなかった場合、システムの耐力は作用した荷重よ
り大きかったことを意味し、引き続く不確定な荷重を受け
るときのシステムの耐力の母集団は最初の荷重に対して崩
壊しなかったという条件を考慮した確率密度関数で表され
なければならないために、耐力が上昇する効果であり、ま
た、耐力劣化効果は経年とともに生き残った残存システム
の耐力のみに生じ、システムの信頼性が低下する効果を意
味する。
　それ故、既往の研究における時間依存型信頼性解析の多
くはモンテカルロ・シミュレーションを用いており、また
諸パラメータの確率過程や、耐力劣化の確率的複雑性のた
めにシステムとしての解析は難しく、研究成果はまだ少な
い［7］，［8］。
　本論は、固定荷重、時間依存型積載荷重および主荷重の
地震荷重からなる組み合わせ荷重のもとで、社会基盤の時
系列上の安全の度合いを表す信頼度関数の解析的表現式を
定式化し、社会基盤の老朽化による危険性の数値的リスク
評価のための一手法を提供するものであり、経済的かつ合
理的な社会基盤の維持・補修システム構築のための解析的
アプローチについて論及したものである。
２．作用する荷重の種類とそのモデル化
　高架橋等を解析対象とし、システムとして取り扱う。シ
ステムがその使用期間中に受ける荷重は、竣工時に作用す
る固定荷重 DW と、使用期間中に作用する積載荷重 LW およ
び地震荷重 EW の和である。固定荷重と積載荷重は地震荷
重と比してある程度小さい荷重と見なし従荷重とし、地震
荷重は十分大きい主荷重とする。雪荷重は無視する。
　固定荷重は時間変動を伴わない確率変動とし、積載荷
重は時間変動を考慮してポアソン方形波過程 （Poisson 
square wave process）で、また、主荷重である地震荷重
は時間依存のポアソンインパルス過程 （Poisson impulse 
process）でそれぞれモデル化する。 LW , EW の時系列上の
k番目の荷重をそれぞれ kLW , , kEW , で表し、その密度関数は
LW , EW と同じ密度関数を有するものとする。従荷重と主
荷重の記号と基本統計量は表− 1 に示した。
　 ijR ：i 要素 j 次崩壊モードの耐力
　 Lν , Eν , L：単位年当たりの数値
３．システムの信頼度関数
　高架橋等を表すシステムは複数の構造要素から構成され
ているものとし、各要素は複数の崩壊モードを有するもの
とする。システムの崩壊は、各要素で想定される複数の崩
壊モードのうちで少なくとも一つの崩壊モードが形成され
たときに生じるものとする。要素の曲げ破壊、せん断破壊
は一つの崩壊モードであり、ここでは、これらの崩壊モー
ドのうちの一つの崩壊モードを解析対象とするのではな
く、複数の崩壊モードを有する要素から構成される直列シ
ステムとして扱う。　　
　各崩壊モードに対する要素の耐力は、通常、要素内の複
数の箇所の応力等によって定義されるが、ここでは、信頼
度関数の解析的表現式を簡潔にするために、一つの確率変
数で表されるものとする。
　今、システムはm個の要素から構成されているものとす
れば、i 要素の安全事象 iE は、i 要素で想定される in 個の崩
壊モードのうちのいずれも生起しない事象の積事象で表さ
れ次式になる。
　 iiniii
EEEE ∩∩∩ …= 21[ ]　　　　　　　　 （３−１）
　ただし、 ： 要素 次崩壊モードが生起しない事象
　　　　　１ ,  ：システムを構成する要素の数
　　　　　 ： 要素で想定される崩壊モードの数
　 要素 次崩壊モードに対する安全性規範は下記の
で表されるものとすれば、 は が正になる事象で表さ
れる。 は要素に作用する荷重により異なり、時刻 ＝０
では固定荷重、 ＞０では固定荷重、積載荷重、さらに主
荷重である地震荷重が作用するので、次のようになる。
　 ＝０：  　　 　　　　　　　 （３−２）
　 ＞０：     （３−３）
　ただし、 ：荷重により生じる応力と耐力
　　　　　　　　　　　　　を関係づける変換係数
　システムの安全事象 は各要素のいずれの崩壊モードも
生起しない事象、すなわち各崩壊モードの耐力はそれまで
に受けた荷重履歴によって生じた応力より大きくならなけ
生起率 作用時間 平均値 変動係数 密度関数
DW  ―  ―
DW
DV 正規
LW Lν L
LW
LV 対数正規
EW Eν  －
EW
EV 対数正規
ijR
 ―  －
ijR ijRV
対数正規
表−１　荷重と要素耐力に関する記号と基本統計量
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ればならないという事象の積事象で表され、次式になる。
　  （３−４）
　結局、システムの信頼度関数は、過去の不確定な荷重と
耐力のそれぞれの履歴過程から表される多次元確率空間の
なかで、前述の２つの効果を考慮し、（３−４）式の安全
事象が生起する確率を評価することにより得られる。
　時系列上の時刻０で作用する固定荷重によるシステムの
崩壊確率は極めて小さいとし、固定荷重による非破壊効果
を無視すれば、時刻 でのシステムの信頼度関数は、時刻
０のときの安全の確率と、時刻が正のときの組み合わせ荷
重による安全の確率の積で表される。そのとき、 年での
　要素の信頼度関数は、（３−１）式によりいずれの崩壊
モードも生起しない事象の積事象で表されるから、次式に
なる。
 （３−５）
　ただし、 ： 年での 要素の信頼度関数
　一般に、ある任意の変換係数に対して、（３−５）式で
表される事象演算式から直接精解を表す信頼度関数の解析
的表現式を導出するのは大変難しい。それ故、ここでは、
主荷重である地震荷重に比して、従荷重の固定荷重と積載
荷重はある程度小さい場合を想定し、安全性規範式を
または で割り、以下に示す４つの式を
導入すれば、（３−５）式は次式で表される。
　 （３−６） 
　ただし、 
　上式中の は、
の最小値をそれぞれ表す確率変数である。要素の数が一
つ、および ＝ ＝ ＝１とする場合は、このよう
な操作は不要である。（３−５）式中の変換係数 , 
の較差がある程度小さい場合を想定するならば、
（３−６）式は安全側の良好な近似式になるだろう。しか
しながら、解析対象となる崩壊モードのうちで が特
に大きい要素があると、　 が小さくなり、さらに、
, の値が小さくなるので、これらの変
換係数の較差が大きい場合は、荷重が過大評価され、 要
素の崩壊確率は安全側の評価になるだろう。
　（３−６）式は次式で表すこともできる。
　 （３−７）
　（３−６）式は 年までに予想される組み合わせ荷重列
の全てが耐力を超えない確率を表し、（３−７）式は 年
間に予想される組み合わせ荷重の最大値が一度作用したと
きに耐力を超えない確率を表す。（３−６）式と（３−７）
式は確率的に等価である。
　 要素の崩壊モード間の耐力の相関係数 は崩壊モー
ド間毎に異なり一定ではないので、一般的には の密
度関数を解析的表現式で表すことは大変困難である。しか
しながら、システムの信頼度関数の近似的解析解を得ると
いう観点から、下記に示した相関係数の平均値 を導入
すれば、その解析的表現式が可能になる。 が対数正規
分布で定義される場合は次式になる。
 （３−８）
　ただし、　
     
　
　 ：標準正規分布
　 ：の確率密度関数
　上式中の は 要素の 次と 次のそれぞれの崩壊モー
ドの耐力間の相関関係を表す。（３− 8 ）式は、Appendix
で示されているように、 要素が有する各崩壊モードの耐
力 の解析対象領域はその最小値 に
属する耐力 の耐力分布の和からなっていることを意
味している。（３− 5 ）式と（３−７）式は、前述の仮定
のもとで確率的に等価であるから、耐力 が属する全集
合 のうちで の事象 （耐力）が属する集合 の
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みを解析対象にすることができ、 である。さ
らに、 のうちで 次崩壊モードの事象のみからなる
集合を とすれば、この は の部分集合で
あり、 ＝ が成立する。このように、 要素
の集合 は排反事象として各崩壊モードの耐力からな
る部分集合に完全に分離される。曲げ破壊やせん断破壊等
の２つの崩壊モードのみを解析対象とする場合は、（３−
８）式は精解を表す。 の密度関数は、（３−８）式
で の代わりに を用いればよい。
　（３−６）式または（３−７）式から得られる 要素
次崩壊モードに対する信頼度関数と崩壊確率は次式になる
［6 ］。
 （３−９）
　ただし、 ：時刻０での
固定荷重による 要素 次崩壊モードの安全の
確率で、拡張２次モーメント法 （AFOSM 法）
により算出
　　　　　 ： の確率分布関数
　上式中の は、 要素 次崩壊モードの条件付け危険
率の期待値で、次式で表すことができる。
　    （３− 10 ）
　ただし、 ： 要素 次崩壊モードに対する 
　　　　　条件け危険率で、 年での組み合わせ荷重 
　　　　　 ＋ ＋ のレベル の超過率
　　　　　 ：積載荷重を表す一つの方形パレスの作用
　　　　　　　　中に生起する地震荷重の最大値
　上式中の は、 年まで崩壊しなかったという
条件のもとで定義される の密度関数で、 要素 次崩
壊モードの残存耐力（生き残った残存システムの耐力）か
ら定義され、一般式は次式になる［6 ］。
　  （３− 11 ）
　ただし、  ： 要素 次崩壊モードの耐力
　　　　　を固定したときの信頼度関数　　 
　
　結局、 要素の信頼度関数と崩壊確率は、崩壊確率の積
の項を微小項として無視すれば、次式になる。
　  （３− 12 ）　
　ただし、
　    　 　
　　　　　 ：時刻０の固定荷重による 要素 次崩壊
　　　　　　　　モードに対する安全の確率
　　　　　 ： 要素の信頼度関数と崩壊確率
　はじめにでも述べたように、高架橋等の要素は、一般建
物の要素と比べて規模がかなり大きく、各要素の施工工程
等が異なり、単産品的な性格があるため、各要素の耐力に
影響を及ぼす共通因子が少ないと見なして無視すれば、各
要素の崩壊事象は確率統計的に独立と見なすことができ
る。そのとき、 年でのシステムの信頼度関数は、（３− 4 ）
式により安全事象の積で表され次式になる。
　     （３− 13 ）
　上式で、崩壊確率の積の項は微小項として無視すれば、
システムの崩壊確率は次式になる。
　  （３− 14 ）
　ただし、 ,  
　（３− 14 ）式は、システムの崩壊確率は予想される全
崩壊モードのそれぞれの生起確率の和で表されることを意
味する。これは、次のような理由による。
　既往の研究における構造物やシステムの崩壊確率は、解
析対象とする各崩壊モードの生起事象の和集合で定義され
ているため、崩壊モードのうちの少なくとも一つの崩壊
モードが生起する確率で表され、各崩壊モード間の相関係
数を考慮して定義式の事象演算式から直接求める区間推定
になっている。そのため、崩壊確率を表す評価式からある
特定崩壊モードの生起確率を表す式を分離することができ
なかった。これは、各崩壊モードの生起事象を排反事象と
して表現することが困難であることを意味する。しかしな
がら、本論で定義した崩壊事象は（３−６）式の排反事象
で表されるため、想定される × 個の全崩壊モードのう
ちで一番小さい耐力を有する崩壊モードが、作用した荷重
より小さいときに生起する事象を表すことになる。それ故、
（３− 14 ）式の崩壊確率は、全崩壊モードのうちのどれか
一つが、しかも一つだけ生起する確率を表し、
はその一つだけ生起する崩壊モードが 要素 次崩壊モー
ドである確率を表し、一番大きい生起確率を有する崩壊
モードが最尤崩壊モードになる。（３−14）式は各崩壊モー
ドの生起事象を分離した式、いわゆる排反事象の生起確率
を表す評価式になっている。無論、いずれの表現式も、そ
の信頼性解析は等価である。
　本論で述べた解析手法は、各崩壊モードの耐力間の相関
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係数を平均値で近似するという条件のもとで、（３−７）
式で表される積事象を正確に評価した信頼性解析になって
いる。それ故、この耐力間の相関係数の変動係数がある程
度小さければ、各崩壊モードの生起確率の積の項を無視す
るという条件のもとで、（３− 14 ）式はほぼ精解に近づく。
４．条件付け危険率の解析解
　時刻が正でシステムに作用する荷重は、固定荷重、時間
依存型積載荷重および地震荷重の和である。（３− 10 ）式
の条件付け危険率は、この組み合わせ荷重の和のレベル超
過確率である。
　仮定に従い、地震荷重を主荷重と見なし、ポアソンイ
ンパルス確率過程でモデル化されるものとすれば、（３−
10 ）式の の確率分布関数 の精解は次式で表さ
れている［5 ］。
　  （４−１）
　ただし、 ：Heaviside のステップ関数
　　　　　 , ： の分布関数
　 の確率密度関数は、（４−１）式から次式になる。
　 （４−２）
　ただし、 ：デルタ関数 , ： の密度関数
　（４−１）式の に固定荷重と積載荷重を加えた場合
の 要素 次崩壊モードに対する条件付け危険率は、積載
荷重を表すポアソン方形波が単位年間に少なくとも一度は
確率１で生起するものとすれば、（４−２）式から次式に
なる。
　
   
   （４− 3 ）
　ただし、 ：
　　　　　 ＝ ＋ の密度関数
　（４− 3 ）式の条件付け危険率の解析解は多重積分式で
表される。そのため、実際の数値計算は、多重積分を回避
するために次項で述べる AFOSM 法を適用する［9 ］。
５．AFOSM法による条件付け危険率とその期待値の数値
　　的評価
　前項で述べた条件付け危険率とその期待値は、（４−３）
式と（３− 10 ）式で示されるように多重積分で表される
ため、計算精度等の数値計算上の問題が生じる。それ故、
この項では、AFOSM 法を拡張的に適用することにより、
多重積分を回避した近似的な数値的評価が可能であること
を示す。
　時刻０で作用する固定荷重により 要素 次崩壊モード
が生起する確率は、時刻０での限界状態面 − ＝
０への原点からの最短距離 から得られ、AFOSM 法に
よる等価正規変換を用いると、次のように求められる。
　  
（５−１）
　　ただし、 ： の等価正規変数の期待値と分散
　　　　　　 ：標準正規分布関数
　条件付け危険率の期待値は、AFOSM 法を拡張的に適用
すれば、次のように算出される。システムの全崩壊モード
は排反事象として各崩壊モードに分離されるから、 要素
次崩壊モードのみに注目する。従来型の AFOSM 法にお
いて、初期耐力の密度関数の代わりに、 年での残存シス
テムから得られる 要素 次崩壊モードの耐力の密度関数
を用いるならば、 要素 次崩壊モードの条件付け危険率
の期待値は、引き続く単位年間の残存システムの耐力の
統計量は不変であるという仮定のもとで、 要素 次崩壊
モードが生起するという事象 のもとで定義される残存
耐力と、確率１で生起したときの組み合わせ荷重からなる
限界状態面 ＝０への原点
からの最短距離から得られ、積載荷重の確率過程を考慮す
れば、次式になる。
   （５−２）
　ただし、 ： の AFOSM 法による近似値
　　　　　 
： 年での 要素 次崩壊モードの残
存耐力（残存システムの耐力）と荷重からなる
限界状態面への最短距離
　上式中の は、 年での 要素 次崩壊モード
の残存耐力の密度関数であり、一般式は（３− 11 ）式で
表される。ここでは、一要素内に複数の崩壊モードを有す
る場合に拡張し、耐力劣化がある場合について簡単に述べ
ることにする。
　 要素 次崩壊モードの耐力 の母集団はある耐力劣化
係数で一様に劣化するものと仮定すれば、この母集団の部
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分集合であり、解析対象となる耐力 も同じ係数で劣
化することになるから、この係数を用いて次のような関係
式を導入する。
　   （５−３）
　ただし、 ：耐力劣化係数， ：母集団 に属す
サンプルで、 , ：耐力劣化
関数
　そのとき、 要素 次崩壊モードの残存耐力の密度関数
は の密度関数から微小時間区間 の荷重
による耐力 の破壊領域を差し引き正規化する操作を
行い、（５−３）式を用いた変数変換を微小時間区間毎に
繰り返すことで得られる。仮定に従い、時刻０での固定荷
重による非破壊効果を無視し、時刻が正のときの残存耐力
のみを対象にすれば、次式になる。
　  
 （５−４）
　ただし、 ＝ − ＋１
　前述の限界状態面を定義する耐力 の密度関数は、
（５−４）式の密度関数で表される耐力のうちで、 要素
次崩壊モードが生起するという条件のもとで定義される耐
力分布を正規化することから得られ、次式になる。
　  （５− 5 ）
　ただし、 ： 要素 次崩壊モードが生起する事象を表
し、（３− 1 ）式の の排反事象
　（５− 5 ）式を用いると、（５− 2 ）式の は次
式から得られる。
　   
 （５−６）
　ただし、 ：（５− 5 ）式から得られる等
　　　　　　　　　　　　　　価正規変数の期待値と分散
　（５−４）式と（５−５）式に含まれる条件付危険率は、
AFOSM 法を適用すれば、次のようになる。組み合わせ荷
重のレベル の超過率であるから、確率１で組み合わせ荷
重が生起したときの超過確率、すなわち、耐力 を有する
状態面 − − − ＝０への原点からの最短
距離 から得られ、次式になる。
　
  （５− 7 ）
　ただし、
　　　　 ： の AFOSM 法に
　　　　　　　　　　　　よる近似値
　結局、（３− 10 ）式の代わりに、（５−２）式と（５−７）
式を用いることで、多重積分を回避した条件付け危険率と
その期待値の数値的評価を全崩壊モードに対して行えば、
（３− 14 ）式から各崩壊モードの生起確率が評価できる。
実際の計算では、計算ステップ毎に収束計算が必要になる
が、前ステップの収束値を初期値として次のステップに進
めば、収束は大変早い。
６．補強後のシステムの信頼度関数
　経年とともに必然的事象として生起する耐力劣化によ
り、システムの信頼度関数は時系列上で単調に低下するた
め、ある一定のレベル以上の信頼性または安全性を確保す
るためには、適切な時期に補修等を施す必要がある。それ
故、ここでは、補修後のシステムの信頼度関数について述
べる。
　定期的な点検・調査により、ある時刻 でシステムの補
修が必要であると仮定しよう。そのときの残存システムの
耐力の密度関数は、（５−４）式で の代わりに を用いれ
ばよい。この残存システムに補修を施すから、補修直後の
耐力の密度関数は、耐力の回復を表すパラメータ を用い
ると、（５−４）式から次式になる
　
 （６− 1 ）
　ただし、 ：補修後の 要素 次崩壊モードの耐力
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　上式中の は補修により耐力増強を図った場合のパラ
メータであり、その範囲は上式のようになる。 の最小値
は補修直後の実質的な耐力増強を想定しない場合であり、
の最大値はほぼ初期耐力に回復した場合を想定したとき
の値である。補修により耐力増強を図るのではなく、老朽
化の進行を遅らせる場合を想定するならば、 ＝１とし、
補強後の新しい耐力劣化関数 を用いて耐力劣化を制
御すればよい。
　補修後の経年による耐力劣化を考慮した残存システムの
耐力の密度関数は、補修直後を時刻０とした新しい時間軸
を用い、耐力劣化現象として（５−３）式の代りに次式　
　
　  （６−２） 
　ただし、 ：補修後の残存耐力から定義される母
集団のサンプル、 ：補修直後を時刻０と
して定義される新しい耐力劣化関数、を用い、
補修直後の耐力の密度関数を（６−１）式と
見なして、（５−４）式と同様な操作を行えば、
次式になる。
　   
 
（６−３）
  　　ただし、 ＝ − ＋１
　補修後の限界状態面を定義する耐力 の密度関数
は（５−５）式と同様にして得られ、次式になる。
　　  
 （６−４）
　補修後のシステムの崩壊確率は、（５−４）式と（５−５）
式の代わりに（６−３）式と（６−４）式を用いて、条件
付け危険率とその期待値を求めることで得られる。補修後
の（３−９）式の は ＝ ＋ になる。２回目以降の補
修に関しても、同様な操作を繰り返すことで解析的表現式
は可能であるが、ここでは省略する。
７．結論
　鉄道や高速道路の高架橋等の社会基盤は、コンクリート
の塩害、中性化およびアルカリ骨材反応の化学的腐食等の
環境要因による鉄筋の腐食により耐力劣化が進行し、その
危険性の増大が指摘され、大きな社会問題になっている。
社会基盤の安全性を確保するためには、定期的な点検・調
査が必要であるが、そのための費用は莫大である。このよ
うな状況のもとで、社会基盤のある一定の安全レベルを確
保するためには、経済的にも合理的な維持・補修システム
の構築は不可欠である。
　本論は、社会基盤周辺の自然環境や交通環境等の諸条件
を考慮した現実に即した耐力劣化関数および諸パラメータ
の基本統計量を設定することができれば、社会基盤はその
構成要素の耐力が時系列上の履歴により変化する複雑系
（Complex System）の様相を呈するが、崩壊確率を含む
リスク評価解析が可能であることを理論的に示したもので
あり、社会基盤の維持・補修システム構築のための第一歩
になるだろう。
　日本の将来の社会基盤の有り様を考えると、欠かせない
視点の一つが人口減少である。50 年後の 2060 年代になる
と、今の人口の３分の２程度になる見込みがあるとされて
おり、その帰結として、将来の経済活動の地理的分布にも
大きな変化が生じる筈である。このような状況を想定する
ならば、従来の全国的人口増大を前提とした各地域への利
益誘導型の公共事業の進め方を踏襲すべきではないし、補
修計画も将来の経済活動に必要であるかどうかを見極めた
うえで、立てるべきであることは無論である。
　
Appendix
　一般に、 の最小値 の分布関数は次式
　 　
　で表されるから、密度関数は次式になる。
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　ただし、
　　　　：同時確率分布関数［10 ］
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